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濵　卓至

（ 国立研究開発法人 日本医療研究開発機構（AMED）臨床研究・
治験基盤事業部 臨床研究課 /元 厚生労働省 健康局 がん・疾病対策課）

はじめに

　この 10 年間のわが国のがん対策は，2007（平
成 19）年 4 月に施行された「がん対策基本法
2009（平成 18）年法律第 98 号」（以下，基本法）
に則り進められてきた。
　基本法では，がん対策を総合的かつ計画的に推
進するため，国は「がん対策推進基本計画」（以
下，基本計画）を策定することが定められている。
第 1期基本計画 2007 ～ 2011（平成 19 ～ 23 年度）
では，がん患者が居住する地域に関わらず，等し
く科学的知見に基づく適切ながんに係る医療を受
けることができるよう，全国にがん診療連携拠点
病院（以下，拠点病院）を設置し，2次医療圏に
おける拠点病院を中心としたがん診療提供体制が
構築された。すべての拠点病院で手術，放射線療
法および薬物療法等を効果的に組み合わせた集学
的治療や緩和ケアの体制整備，がん相談支援セン
ターや緩和ケアチームの設置，医師を対象とした
緩和ケア研修会の実施，院内がん登録の実施等に
取り組まれた。第 2期基本計画 2012 ～ 2016（平
成 24 ～ 28）年度では，小児がん拠点病院の整備
等の小児がん対策，がん教育およびがん患者の就
労を含めた社会的な問題等にも取り組まれた。こ
れら 10 年間の取り組みの結果，75 歳未満年齢調
整死亡率の低下や全がんの 5年相対生存率が向上
するなど一定の成果が得られた。

がん対策基本法改正1）の概要

　基本法の成立から 10 年が経過し，その間，が
ん患者やがん患者であった者（以下，がん患者ら）

を取り巻く社会状況が変化し，がん医療のみなら
ず，がん患者らの抱えるさまざまな社会生活上の
不安に対処していく必要性が明らかになった。が
ん患者らがその置かれている状況に応じ，福祉，
雇用，教育も含む必要な支援を受けられるように
することを規定するため，2016（平成 28）年 12
月に基本法の一部改正が行われた。
　改正された基本法では，事業主の責務（第 8条）
が新たに明記されるほか，「基本理念（第 2条第
4項）」には，
・ がん患者が尊厳を保持しつつ安心して暮らす
ことのできる社会の構築を目指すこと
・ がん患者が，その置かれている状況に応じ，
適切ながん医療のみならず，福祉的支援，教
育的支援その他の必要な支援を受けることが
できるようにすること
・ がん患者に関する国民の理解が深められ，が
ん患者が円滑な社会生活を営むことができる
社会環境の整備が図られること

　が新たに盛り込まれた。
　さらに，「基本的施策（第 3章）」には，「罹患
している者の少ないがんおよび治癒が特に困難で
あるがんに係る研究の促進（第19条第2項）」，「が
ん患者の雇用の継続等（第 20 条）」，「がんに関す
る教育の推進（第 23 条）」等が新設され，希少が
ん・難治性がんの研究の促進，就労支援およびが
ん教育の推進について言及された。
　緩和ケアについては，第 15 条において，手術，
放射線療法，化学療法と並び，緩和ケアに関する
専門的な知識および技能を有する医師その他の医
療従事者の育成として規定されている。また，緩
和ケアとは，「がんその他の特定の疾病に罹患し
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た者に係る身体的若しくは精神的な苦痛又は社会
生活上の不安を緩和することによりその療養生活
の質の維持向上を図ることを主たる目的とする治
療，看護その他の行為」と定義された。さらに，
第 17 条において，「がん患者の状況に応じて緩和
ケアが診断の時から適切に提供されるようにする
こと」と明記された。また，「医療従事者に対す
るがん患者の療養生活（これに係るその家族の生
活を含む）の質の維持向上に関する研修の機会を
確保すること」として，がん患者等のみならずそ
の家族の生活の質の維持向上のために必要な施策
を講ずるものとして明記された。

第 3 期がん対策推進基本計画2）の概要3）

（図 1）

　基本法に基づき設置されているがん対策推進協
議会において，第 3期基本計画の策定に関する議

論が行われ，そこでの意見をもとに基本計画案が
策定され，パブリックコメントを経て，2017　（平
成 29）年 10 月 24 日に閣議決定された。
　第 3期基本計画では，『がん患者を含めた国民
が，がんを知り，がんの克服を目指す』ために，
「1.科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充
実」，「2.患者本位のがん医療の実現」および「3.尊
厳を持って安心して暮らせる社会の構築」が 3つ
の全体目標として設定されている。
　また，分野別施策は，「1.がん予防」「2.がん医
療の充実」「3.がんとの共生」「4.これらを支える
基盤の整備」で構成されている。「1.がん予防」
では，受動喫煙に関する目標値設定は先延ばしさ
れたものの，がんの予防法を普及啓発するととも
に研究を推進し，その結果に基づいた施策を実施
することにより，がんの罹患者を減少させること
が明記されている。「2.がん医療の充実」では，
がんゲノム医療，免疫療法，支持療法，難治性が

図 1　第３期がん対策推進基本計画（概要）

第１　全体目標
「がん患者を含めた国民が，がんを知り，がんの克服を目指す。」

①科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実　②患者本位のがん医療の実現　③尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築

第３　がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

第２　分野別施策

１．がん予防

（１）がんの１次予防（※）

（２）がんの早期発見，がん検診
　（２次予防）

４．これらを支える基盤の整備

（１）がん研究
（２）人材育成
（３）がん教育，普及啓発

１．関係者等の連携協力の更なる強化
２．都道府県による計画の策定
３．がん患者を含めた国民の努力
４．患者団体等との協力

５．必要な財政措置の実施と予算の効率化・重点化
６．目標の達成状況の把握
７．基本計画の見直し

２．がん医療の充実

（１）がんゲノム医療
（２）がんの手術療法，放射線療法，薬物療法，免疫療法
（３）チーム医療
（４）がんのリハビリテーション
（５）支持療法
（６）希少がん，難治性がん

　（それぞれのがんの特性に応じた対策）
（７）小児がん，ＡＹＡ世代（※）のがん，高齢者のがん
　（※）Adolescent and Young Adult：思春期と若年成人

（８）病理診断
（９）がん登録
（10）医薬品・医療機器の早期開発・承認等に向けた取組

３．がんとの共生

（１）がんと診断された時
からの緩和ケア

（２）相談支援，情報提供
（３）社会連携に基づく

がん対策・がん患者
支援

（４）がん患者等の就労を
含めた社会的な問題

（５）ライフステージに
応じたがん対策

（※） 受動喫煙に関する目標値等
については，受動喫煙対策
に係る法案を踏まえて別途
閣議決定する予定
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ん対策および AYA（思春期と若年成人）世代・
高齢者のがん対策等が新たな分野として盛り込ま
れ，患者本位の適切な医療が受けられる体制を充
実することが目標とされている。「3.がんとの共
生」では，サバイバーシップ支援および AYA世
代・高齢者らのライフステージに応じたがん対策
が新設されている。新しく設定された「4.これら
を支える基盤の整備」では，「予防・医療・共生」
の 3本柱を支える幅広い領域として，がん研究，
人材育成，がん教育・普及啓発が位置付けられて
いる。

緩和ケアのさらなる推進について

　第３期基本計画では，緩和ケアについては，
2016（平成 28）年 5 月に厚生労働省健康局長の
もとに設置された「がん等における緩和ケアの更
なる推進に関する検討会」4）において取りまとめ
られた緩和ケアの現状・課題や今後の方向性を踏
まえ，緩和ケアのさらなる推進について，俯瞰的
かつ戦略的な対策等が記載されている。第 2期か
ら引き続き「がんと診断された時からの緩和ケ
ア」として，「3.がんとの共生」に位置付けられ
ている。「①緩和ケアの提供」，「②緩和ケア研修
会」および「③普及啓発」について，それぞれの
「現状・課題」，「取り組むべき施策」が記載され
ている。
　【個別目標】には，
・ がんによる身体的な痛みは，患者の日常生活
に重大な支障を来し，QOLを大きく損ねる。
このため，がん診療に携わる医療機関におい
て，医療従事者は，徹底した疼痛ケアを行い，
患者の日常生活動作に支障が出ないようにす
る。
・ 国およびがん診療に携わる医療機関は，関係
学会等と協力して，医師はもちろんのこと，
がん診療に携わるすべての医療従事者が，精
神心理的・社会的苦痛にも対応できるよう，
基本的な緩和ケアを実施できる体制を構築す
る。
・ 都道府県がん診療連携拠点病院においては，
「緩和ケアセンター」の機能をより一層充実

させる。地域がん診療連携拠点病院における
「緩和ケアセンター」のあり方について，設
置の要否も含め，3年以内に検討する。
・ 拠点病院等以外の病院や緩和ケア病棟におけ
る緩和ケアの実態および患者のニーズを調査
し，その結果を踏まえ，緩和ケアの提供体制
について検討を進める。

　以上の 4点が掲げられ，今後の対策が求められ
る。
　取り組むべき施策では，主なものとして，拠点
病院における緩和ケア提供体制の整備・充実，緩
和ケア研修会等を通じた幅広い人材育成，緩和ケ
アや医療用麻薬に関する正しい知識の普及啓発な
ど既存施策のいっそうの充実を図ることが求めら
れている。さらに，緩和ケアの質を評価するため
の指標や基準を確立し，質の向上策の立案に努め
ること，拠点病院以外の病院や緩和ケア病棟等に
おける緩和ケアの実態を把握すること，小児・
AYA世代に対する緩和ケアの提供体制の整備，
がん患者の自殺対策についての検討等を進めるこ
とが求められている。
　在宅緩和ケアについては，「社会連携に基づく
がん対策・がん患者支援」で言及されている。拠
点病院等は，医療と介護との連携を図りつつ，地
域における緩和ケアの状況を把握し，地域におけ
る緩和ケアの提供体制について検討する場を 3年
以内に設けるなど，地域における他の医療機関と
の連携を図ることなどが【個別目標】に掲げられ
ている。

おわりに

　第 3期基本計画では，引き続き「がんと診断さ
れた時からの緩和ケア」として，がん診療に緩和
ケアを組み入れた体制を充実していくことや，緩
和ケアを通じて，がん患者がいつでもどこに居て
も安心して生活し，尊厳を持って自分らしく生き
ることのできる地域共生社会「がんとの共生」を
実現することなどの方向性が示された。
　今後は，拠点病院における緩和ケアの質の向上
を図ること，拠点病院以外の医療機関や在宅医療
を提供している施設における緩和ケアの実態を把
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握すること，医師のみならず医療・介護従事者の
人材を育成すること，小児緩和ケアの充実を図る
ことなどが求められる。また，がんのみならず，
がん以外の生命を脅かす疾患を緩和ケアの対象と
する体制を構築していくことも必要であり，がん
対策における緩和ケアの推進で培ってきたノウハ
ウを活用し，緩和ケアがさらに推進されることが
望まれる。
　本文の内容は，平成 29 年 11 月 22 日時点のも
のとなる。なお，平成 30 年 3 月 9 日にがん対策
推進基本計画（第 3期）の変更が閣議決定されて
いる。
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